
JP 6375558 B2 2018.8.22

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　駆動源（Ｅ）の駆動力が入力される入力軸（１１）と、
　前記入力軸（１１）に設けられた入力軸要素（１３）と、
　前記駆動源（Ｅ）の駆動力が変速されて出力される出力軸（１２）と、
　前記出力軸（１２）に設けられた出力軸要素（１４）と、
　前記入出力軸要素（１３，１４）にそれぞれ接触して接触部分の摩擦により前記入力軸
（１１）から前記出力軸（１２）に駆動力を伝達する動力伝達要素（１５）と、
　前記入出力軸要素（１３，１４）のうちの何れか一方の軸要素（１３，１４）の挟圧を
制御する挟圧制御手段（Ｕ）とを備える無段変速機の挟圧制御装置であって、
　前記挟圧制御手段（Ｕ）は、前記入力軸（１１）の回転数の変動成分および前記出力軸
（１２）の回転数の変動成分の振幅比（ｍ）と、前記入力軸（１１）の回転数の変動成分
および前記出力軸（１２）の回転数の変動成分の位相差を指標化した位相遅れ（φp.DN）
と、前記入力軸（１１）および前記出力軸（１３）間の変速比（ｉ）とから滑り状態行列
（｛Ａ｝）を算出し、前記滑り状態行列（｛Ａ｝）から算出される固有値に基づいて前記
入力軸要素（１３）、前記出力軸要素（１４）および前記動力伝達要素（１５）間の動力
伝達状態を推定するとともに、前記動力伝達状態に基づいて挟圧を制御することを特徴と
する無段変速機の挟圧制御装置。
【請求項２】
　前記挟圧制御手段（Ｕ）は、前記滑り状態行列（｛Ａ｝）の固有値の虚数部を０に漸近
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させるように挟圧を低下させ、前記固有値内に絶対値が１を超えるものが一つでも存在す
る場合には挟圧を増加させることを特徴とする、請求項１に記載の無段変速機の挟圧制御
装置。
【請求項３】
　駆動源（Ｅ）の駆動力が入力される入力軸（１１）と、
　前記入力軸（１１）に設けられた入力軸要素（１３）と、
　前記駆動源（Ｅ）の駆動力が変速されて出力される出力軸（１２）と、
　前記出力軸（１２）に設けられた出力軸要素（１４）と、
　前記入出力軸要素（１３，１４）にそれぞれ接触して接触部分の摩擦により前記入力軸
（１１）から前記出力軸（１２）に駆動力を伝達する動力伝達要素（１５）と、
　前記入出力軸要素（１３，１４）のうちの何れか一方の軸要素（１３，１４）の挟圧を
制御する挟圧制御手段（Ｕ）とを備える無段変速機の挟圧制御装置であって、
　前記挟圧制御手段（Ｕ）は、前記入力軸（１１）の回転数の変動成分および前記出力軸
（１２）の回転数の変動成分の振幅比（ｍ）と、前記入力軸（１１）の回転数の変動成分
および前記出力軸（１２）の回転数の変動成分の位相差を指標化した位相遅れ（φp.DN）
と、前記入力軸（１１）および前記出力軸（１３）間の変速比（ｉ）とからトラクション
比（ζc ＜‾＞／ζDN＜‾＞）を算出し、前記トラクション比（ζc ＜‾＞／ζDN＜‾＞
）が目標トラクション比に一致するように挟圧を制御することを特徴とする無段変速機の
挟圧制御装置。
【請求項４】
　前記目標トラクション比は１未満であることを特徴とする、請求項３に記載の無段変速
機の挟圧制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、駆動源の駆動力が入力される入力軸と、前記入力軸に設けられた入力軸要素
と、前記駆動源の駆動力が変速されて出力される出力軸と、前記出力軸に設けられた出力
軸要素と、前記入出力軸要素にそれぞれ接触して接触部分の摩擦により前記入力軸から前
記出力軸に駆動力を伝達する動力伝達要素と、前記入出力軸要素のうちの何れか一方の軸
要素の挟圧を制御する挟圧制御手段とを備える無段変速機の挟圧制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　入力軸に設けたドライブプーリと出力軸に設けたドリブンプーリとに金属ベルトを巻き
掛け、両プーリの溝幅を変速用油圧で変化させて変速を行うベルト式無段変速機において
、金属ベルトの滑り速度に対する摩擦係数の変化率であるμ勾配を算出し、μ勾配が所定
の閾値以下になったときに金属ベルトに大きな滑りが発生したと判定するものが、下記特
許文献１により公知である。
【０００３】
　またベルト式無段変速機の動力伝達効率は、入力軸および出力軸間で実際に伝達してい
るトルクを金属ベルトにスリップを発生させずに伝達可能な最大トルクで除したトルク比
ｒというパラメータに密接に関連しており、トルク比ｒ＝１の状態で最大の動力伝達効率
が得られるため、入力軸および出力軸の回転状態の変動成分（回転数変動あるいはトルク
変動）間に金属ベルトのスリップに起因する振幅差や位相差が発生することに着目し、ト
ルク比ｒの指標となる滑り識別子ＩＤｓｌｉｐおよび位相遅れΔφというパラメータを導
入し、この滑り識別子ＩＤｓｌｉｐおよび位相遅れΔφがトルク比ｒ＝１に対応する滑り
識別子の基準値ＩＤｓｌｉｐ′および位相遅れの基準値Δφ′に一致するようにプーリ推
力を制御して動力伝達効率の向上を図るものが、下記特許文献２により公知である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
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【特許文献１】日本特開２００６－２７９５号公報
【特許文献２】日本特許第５２４６４２０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで上記特許文献１に記載されたものは、動力伝達中にバネとして作用する金属ベ
ルトの剛性を考慮していないために滑り判定の精度が低くなるだけでなく、μ勾配を算出
するためにプーリ推力および入力トルクを検出する必要があり、特に入力トルクを検出す
るために特別なセンサが必要になり、実車に搭載することはコストや耐久性の観点から難
しいという問題があった。
【０００６】
　また上記特許文献２に記載されたものは、目標トルク比が１になるようにプーリ推力を
制御することで動力伝達効率を高めることができるが、プーリ推力を発生させる油圧の脈
動や駆動輪側からベルト式無段変速機側に逆伝達されるトルクといった外乱によって金属
ベルトに重大なスリップが発生しないように、あるいはプーリのＶ面の摩耗や潤滑油の劣
化といった径年変化によってプーリおよび金属ベルト間の摩擦係数が変化しても重大なス
リップが発生しないように、実際には所定の安全率を見込んで目標トルク比を１よりも小
さい値に設定する必要があり、その安全率の分だけプーリ推力が過大になって動力伝達効
率を低下させる問題があった。
【０００７】
　本発明は前述の事情に鑑みてなされたもので、無段変速機の軸要素および動力伝達要素
間のスリップ状態を精度良く検出し、必要最小限の挟圧で動力伝達要素のスリップを抑制
して動力伝達効率の向上を図ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記目的を達成するために、請求項１に記載された発明によれば、駆動源の駆動力が入
力される入力軸と、前記入力軸に設けられた入力軸要素と、前記駆動源の駆動力が変速さ
れて出力される出力軸と、前記出力軸に設けられた出力軸要素と、前記入出力軸要素にそ
れぞれ接触して接触部分の摩擦により前記入力軸から前記出力軸に駆動力を伝達する動力
伝達要素と、前記入出力軸要素のうちの何れか一方の軸要素の挟圧を制御する挟圧制御手
段とを備える無段変速機の挟圧制御装置であって、前記挟圧制御手段は、前記入力軸の回
転数の変動成分および前記出力軸の回転数の変動成分の振幅比と、前記入力軸の回転数の
変動成分および前記出力軸の回転数の変動成分の位相差を指標化した位相遅れと、前記入
力軸および前記出力軸間の変速比とから滑り状態行列を算出し、前記滑り状態行列から算
出される固有値に基づいて前記入力軸要素、前記出力軸要素および前記動力伝達要素間の
動力伝達状態を推定するとともに、前記動力伝達状態に基づいて挟圧を制御することを特
徴とする無段変速機の挟圧制御装置が提案される。
【０００９】
　また請求項２に記載された発明によれば、請求項１の構成に加えて、前記挟圧制御手段
は、前記滑り状態行列の固有値の虚数部を０に漸近させるように挟圧を低下させ、前記固
有値内に絶対値が１を超えるものが一つでも存在する場合には挟圧を増加させることを特
徴とする無段変速機の挟圧制御装置が提案される。
【００１０】
　また請求項３に記載された発明によれば、駆動源の駆動力が入力される入力軸と、前記
入力軸に設けられた入力軸要素と、前記駆動源の駆動力が変速されて出力される出力軸と
、前記出力軸に設けられた出力軸要素と、前記入出力軸要素にそれぞれ接触して接触部分
の摩擦により前記入力軸から前記出力軸に駆動力を伝達する動力伝達要素と、前記入出力
軸要素のうちの何れか一方の軸要素の挟圧を制御する挟圧制御手段とを備える無段変速機
の挟圧制御装置であって、前記挟圧制御手段は、前記入力軸の回転数の変動成分および前
記出力軸の回転数の変動成分の振幅比と、前記入力軸の回転数の変動成分および前記出力
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軸の回転数の変動成分の位相差を指標化した位相遅れと、前記入力軸および前記出力軸間
の変速比とからトラクション比を算出し、前記トラクション比が目標トラクション比に一
致するように挟圧を制御することを特徴とする無段変速機の挟圧制御装置が提案される。
【００１１】
　また請求項４に記載された発明によれば、請求項３の構成に加えて、前記目標トラクシ
ョン比は１未満であることを特徴とする無段変速機の挟圧制御装置が提案される。
【００１２】
　尚、実施の形態のドライブプーリ１３は本発明の入力軸要素に対応し、実施の形態のド
リブンプーリ１４は本発明の出力軸要素に対応し、実施の形態の金属ベルト１５は本発明
の動力伝達要素に対応し、実施の形態のエンジンＥは本発明の駆動源に対応し、実施の形
態の電子制御ユニットＵは本発明の挟圧制御手段に対応し、実施の形態のプーリ推力は本
発明の挟圧に対応する。
【発明の効果】
【００１３】
　請求項１の構成によれば、無段変速機の何れか一方の軸要素の挟圧を制御する挟圧制御
手段は、入力軸の回転数の変動成分および出力軸の回転数の変動成分の振幅比と、入力軸
の回転数の変動成分および出力軸の回転数の変動成分の位相差を指標化した位相遅れと、
入力軸および出力軸間の変速比とから滑り状態行列を算出し、滑り状態行列から算出され
る固有値に基づいて入力軸要素、出力軸要素および動力伝達要素間の動力伝達状態を推定
するとともに、動力伝達状態に基づいて挟圧を制御するので、特別なセンサを必要とせず
に測定可能な振幅比、位相遅れおよび変速比から動力伝達要素の滑り状態を精度良く判定
し、挟圧を摩擦伝動限界の近傍に高い精度で制御して動力伝達効率を高めることができる
。
【００１４】
　また請求項２の構成によれば、挟圧制御手段は、滑り状態行列の固有値の虚数部を０に
漸近させるように挟圧を低下させ、固有値内に絶対値が１を超えるものが一つでも存在す
る場合には挟圧を増加させるので、挟圧を摩擦伝動限界の近傍に高い精度で制御すること
ができるだけでなく、動力伝達要素にマクロスリップが発生した場合には挟圧を高めるこ
とで無段変速機の損傷を回避することができる。
【００１５】
　また請求項３の構成によれば、無段変速機の何れか一方の軸要素の挟圧を制御する挟圧
制御手段は、入力軸の回転数の変動成分および出力軸の回転数の変動成分の振幅比と、入
力軸の回転数の変動成分および出力軸の回転数の変動成分の位相差を指標化した位相遅れ
と、入力軸および出力軸間の変速比とからトラクション比を算出し、トラクション比が目
標トラクション比に一致するように挟圧を制御するので、特別なセンサを必要とせずに測
定可能な振幅比、位相遅れおよび変速比から動力伝達要素の滑り状態を精度良く判定し、
挟圧を摩擦伝動限界の近傍に高い精度で制御して動力伝達効率を高めることができる。し
かもトラクション比は摩擦伝動限界を基準とした外乱に対する動力伝達要素の滑り難さを
表すので、軸要素および動力伝達要素の摩耗や作動油の劣化等の径年変化により摩擦係数
が変化した場合であっても、挟圧を適切な大きさに制御して動力伝達要素の滑りを確実に
防止することができる。
【００１６】
　また請求項４の構成によれば、目標トラクション比は１未満であるので、想定外に大き
い外乱が発生してもトラクション比が１に達することがなくなり、動力伝達要素の滑りを
一層確実に防止することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】ベルト式無段変速機の全体構造を示す図。
【図２】ベルト式無段変速機の変速制御および推力制御の説明図。
【図３】プーリの変速制御および推力制御を決定するフローチャート。



(5) JP 6375558 B2 2018.8.22

10

20

30

40

50

【図４】プーリ推力と動力伝達効率との関係を示すグラフ。
【図５】ベルト式無段変速機の動力伝達状態の単純化したモデルを示す図。
【図６】プーリ／金属ベルト間の摩擦特性を示すグラフ。
【図７】試験装置の概略図。
【図８】ωDN，ζDN＜‾＞の実測値および推定値を示すグラフ（変速比ｉ＝０．５）。
【図９】特性乗数による滑り状態の安定判断を示すグラフ（ａp.DR＝０．３ｒａｄ／ｓ）
。
【図１０】ζDN＜‾＞の変化に対する特性乗数の軌跡を示すグラフ（ａp.DR＝０．３ｒａ
ｄ／ｓ）。
【図１１】トラクション比とベルト滑り速度との関係を示すグラフ（変速比ｉ＝０．５、
ドライブプーリトルクＴDR＝５０Ｎｍ）。
【図１２】トラクション比と動力伝達効率との関係を示すグラフ（変速比ｉ＝０．５、ド
ライブプーリトルクＴDR＝５０Ｎｍ）。
【図１３】弦部等価変位から金属ベルトの剛性を検索するマップ。
【符号の説明】
【００１８】
１１　　　　　　入力軸
１２　　　　　　出力軸
１３　　　　　　ドライブプーリ（入力軸要素）
１４　　　　　　ドリブンプーリ（出力軸要素）
１５　　　　　　金属ベルト（動力伝達要素）
｛Ａ｝　　　　　滑り状態行列
Ｅ　　　　　　　エンジン（駆動源）
ｉ　　　　　　　変速比
ｍ　　　　　　　振幅比
Ｕ　　　　　　　電子制御ユニット（挟圧制御手段）
φp.DN　　　　　位相遅れ
ζc ＜‾＞／ζDN＜‾＞　　　　　　　トラクション比
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、図１～図１３に基づいて本発明の実施の形態を説明する。
【００２０】
　図１に示すように、自動車に搭載されるベルト式無段変速機ＴＭは、エンジンＥに接続
された入力軸１１と、入力軸１１と平行に配置された出力軸１２と、入力軸１１に設けら
れたドライブプーリ１３と、出力軸１２に設けられたドリブンプーリ１４と、ドライブプ
ーリ１３およびドリブンプーリ１４に巻き掛けられた無端状の金属ベルト１５とを備える
。ドライブプーリ１３は固定側プーリ半体１３ａと可動側プーリ半体１３ｂとで構成され
、可動側プーリ半体１３ｂはプーリ推力で固定側プーリ半体１３ａに接近する方向に付勢
される。同様に、ドリブンプーリ１４は固定側プーリ半体１４ａと可動側プーリ半体１４
ｂとで構成され、可動側プーリ半体１４ｂはプーリ推力で固定側プーリ半体１４ａに接近
する方向に付勢される。したがって、ドライブプーリ１３の可動側プーリ半体１３ｂおよ
びドリブンプーリ１４の可動側プーリ半体１４ｂに作用させるプーリ推力を制御し、ドラ
イブプーリ１３およびドリブンプーリ１４の一方の溝幅を増加させて他方の溝幅を減少さ
せることで、ベルト式無段変速機ＴＭの変速比を任意に変更することができる。
【００２１】
　ベルト式無段変速機ＴＭの変速比を制御する電子制御ユニットＵには、入力軸回転数セ
ンサＳａで検出した入力軸１１の回転数と、出力軸回転数センサＳｂで検出した出力軸１
２の回転数と、エンジン回転数センサＳｃで検出したエンジンＥの回転数とに加えて、ア
クセル開度信号、車速信号等が入力される。電子制御ユニットＵは、アクセル開度信号お
よび車速信号に基づいてベルト式無段変速機ＴＭのプーリ推力を変化させる通常の変速比
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制御以外に、ベルト式無段変速機ＴＭの動力伝達効率を高めるべくプーリ推力を変化させ
る制御を行う。
【００２２】
　図２に示すように、ベルト式無段変速機ＴＭの入力トルクをＴDRとし、出力トルクをＴ

DNとし、最大伝達入力トルク、即ちドライブプーリ１３および金属ベルト１５間にスリッ
プが発生する瞬間の入力トルクＴDRをＴｍａｘDRとし、最大伝達出力トルク、即ちドリブ
ンプーリ１４および金属ベルト１５間にスリップが発生する瞬間の出力トルクＴDNをＴｍ
ａｘDNとし、動力伝達効率をλ、変速比をｉとすると、ベルト式無段変速機ＴＭの最大伝
達トルクＴｍａｘは，ＴｍａｘDRあるいはＴｍａｘDN／λｉの何れか小さい方となり、Ｔ

DR＞Ｔｍａｘのときに、ドライブプーリ１３およびドリブンプーリ１４の何れか一方がス
リップする。
【００２３】
　図３のフローチャートに示すように、例えば、ステップＳ１でＴｍａｘDR＞ＴｍａｘDN

／λｉの場合には、出力トルクＴDN＞最大伝達出力トルクＴｍａｘDNになった瞬間にドリ
ブンプーリ１４にスリップが発生するため、ステップＳ２でベルト式無段変速機ＴＭの変
速比を制御するためにドライブプーリ１３の推力を変更し（変速制御）、ドリブンプーリ
１４のスリップを防止するためにドリブンプーリ１４の推力を制御する（推力制御）。
【００２４】
　逆に、前記ステップＳ１でＴｍａｘDR≦ＴｍａｘDN／λｉの場合には、入力トルクＴDR

＞最大伝達入力トルクＴｍａｘDRになった瞬間にドライブプーリ１３にスリップが発生す
るため、ステップＳ３でベルト式無段変速機ＴＭの変速比を制御するためにドリブンプー
リ１４の推力を変更し（変速制御）、ドライブプーリ１３のスリップを防止するためにド
ライブプーリ１３の推力を制御する（推力制御）。
【００２５】
　本願発明は、上述したドライブプーリ１３および金属ベルト１５間、あるいはドリブン
プーリ１４および金属ベルト１５間のスリップを防止するための推力制御に関するもので
ある。
【００２６】
　ところで、ベルト式無段変速機ＴＭの動力伝達効率を高める手段の一つとして、プーリ
に加えるプーリ推力を低下させることが知られている。図４は、プーリ推力に対する動力
伝達効率および摩擦損失の関係を示すもので、プーリ推力の減少に伴って、プーリおよび
金属ベルト間のスリップが小さいミクロスリップ領域から、遷移領域を経て、プーリおよ
び金属ベルト間のスリップが大きいマクロスリップ領域に移行する。ミクロスリップ領域
ではプーリ推力の減少に応じて動力伝達効率が次第に向上するが、遷移領域で動力伝達効
率が低下し始め、マクロスリップ領域で動力伝達効率が急激に低下する。
【００２７】
　その理由は、金属ベルトの金属エレメントの半径方向滑りと金属リングの滑りに起因す
る摩擦損失の和は、プーリ推力の減少に伴ってミクロスリップ領域からマクロスリップ領
域まで一定の比較的に大きい減少率Ａで減少するが、金属エレメントの接線方向滑りに起
因する摩擦損失は、ミクロスリップ領域から遷移領域にかけて略一定の比較的に小さい増
加率Ｂ（Ａ＞Ｂ）で増加し、マクロスリップ領域で急激に増加するためと考えられる。
【００２８】
　最大の動力伝達効率を得るには、プーリ推力を遷移領域の直前のミクロスリップ領域に
制御することが望ましいが、プーリ推力を過剰に減少させてしまうと、ミクロスリップ領
域から遷移領域を通り越してマクロスリップ領域に入ってしまい、プーリに対して金属ベ
ルトが大きくスリップして損傷する可能性がある。したがって、ベルト式無段変速機ＴＭ
の耐久性を確保しながら動力伝達効率を高めるには、プーリ推力を遷移領域の直前のミク
ロスリップ領域に精度良く制御することが必要となる。
【００２９】
　本発明は、滑り速度の増加という観点で摩擦伝動限界を定義し、摩擦伝動限界に対する
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きれば、外乱に対する最低限の安全率を見込むことで実用に適したプーリ推力制御を実現
することができる。
【００３０】
　＜基礎方程式＞
　実機におけるベルト式無段変速機はエンジンにより駆動される。このとき、入力トルク
はエンジンの筒内圧変動に起因したトルク変動を有することになる。そのため、プーリ／
金属ベルト間の滑りを動的に考える必要がある。タイミングベルト伝動の動的解析を行う
際、ベルト長手方向の剛性をばね要素として扱い、金属ベルトの縦振動を解析することで
、プーリの回転角変動を計算できることが報告されている。金属ベルトはゴムベルトやチ
ェーンとは異なり、主に金属エレメント間の圧縮力によって動力伝達を行うことが知られ
ている。そこで、図５に示すような金属ベルトの圧縮剛性を１次元ばね要素で代表させた
簡易モデルを考える。
【００３１】
　いまドライブプーリおよびドリブンプーリに負荷トルクが作用しており、かつ平衡点｛
θ0 ｝が存在するものと仮定する。この平衡点からのドライブプーリおよびドリブンプー
リの回転角摂動をそれぞれθp.DR，θp.DNとする。ドライブプーリおよびドリブンプーリ
に巻き付いた金属エレメント群をそれぞれ１つの質点と考え、同様に平衡点からの回転角
摂動をθb.DR，θb.DNとすると、プーリおよび金属ベルトの運動方程式は次式となる。
【００３２】
【数１】

【００３３】
　ここで、Ｉp はプーリの慣性モーメント、Ｉb はプーリに巻き付いた部分ベルトの慣性
モーメント、Ｆはプーリおよび金属ベルト間に作用する摩擦力、ｋは金属ベルトの圧縮剛
性、Ｒはベルトピッチ半径、ｒは摩擦有効半径である。添え字のＤＲ，ＤＮはそれぞれ駆
動側、従動側を表す。
【００３４】
　尚、本明細書および添付した図面において、数式中の記号と文章中の表記とが異なる場
合があるため、その対応関係を表１に示す。また数式中の太文字はベクトルあるいは行列
を示しているが、本明細書の文章中の｛＊｝の表記は、＊がベクトルあるいは行列である
ことを示している。
【００３５】
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【表１】

【００３６】
　プーリ／金属ベルト間に作用する摩擦力は、摩擦係数μ＜～＞とベルトＶ面に作用する
垂直抗力Ｎとの積として表される。
【００３７】

【数２】

【００３８】
　摩擦係数μ＜～＞は平均摩擦係数であり次式で定義される。
【００３９】
【数３】

　　
【００４０】
　Ｔはプーリの負荷トルク、Ｑはプーリ推力、ΨはＶ角の１／２である。
【００４１】
　金属エレメントと金属リングとは拘束されていないため、プーリ中において個々の金属
エレメントは独立に微小滑りを生じながら動力を伝達する。このとき摩擦伝動が飽和に近
づくにつれ、プーリ中で動力を伝達する金属エレメントの個数が増加することに起因して
巨視的に金属ベルト／プーリ間の滑り速度が増加することが知られている。
【００４２】
　プーリ／金属ベルト間の平均滑り速度をｓ＜～・＞とすると、摩擦係数μ＜～＞は平均
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0 ＜～・＞まわりでＴａｙｌｏｒ展開により２次近似式で表すことにする（図６参照）。
【００４３】
【数４】

　　　
【００４４】
　平衡点の定義より、｛ｆ（｛θ0 ｝）｝＝０、｛ｆ｝t ＝（ｆ1 ，ｆ2 ，ｆ3 ，ｆ4 ）
であるから、式（１）は結局、
【００４５】
【数５】

　　　
となり、滑りを伴うプーリおよび金属ベルトの運動は非線形連立微分方程式として記述さ
れる。
【００４６】
　式（５）の主要パラメータを表２に示す。本実施の形態では主要パラメータの測定可否
を表２のように定義した。特に摩擦係数μ＜～＞の限界値を把握するには、意図的にマク
ロスリップを生じさせる必要があり、ベルト式無段変速機の損傷につながるため、測定そ
のものが目的でない限り実機での測定は困難である。
【００４７】
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【表２】

【００４８】
　＜滑り状態＞
　金属ベルトを用いた動力伝達ではマクロスリップには至らないまでも摩擦伝動限界に近
づくにつれ微小滑りが徐々に増加する。そのため金属ベルトを用いた動力伝達では、クー
ロン摩擦に代表される形態のように滑りという現象の有無をもって摩擦伝動限界が明確に
は定まらない。したがって、摩擦伝動限界を予測するためにはこれを明確に定義する必要
があるが、そのためには摩擦伝動限界を定量的に扱うための滑りに対する状態定義が必要
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になる。
【００４９】
　式（５）に対してドライブプーリの回転角摂動θp.DRは既知であるから、ドライブプー
リの回転角摂動θp.DRをシステムに対し与えられた入力とみなし変数変換を行うと式（５
）は次のような非自立系で表される。
【００５０】
【数６】

【００５１】
　式（６）はドライブプーリ／金属ベルト間で生じる滑りと、ドリブンプーリ／金属ベル
ト間で生じる滑りとを別々に扱っているが、通常は駆動側あるいは従動側のいずれか一方
が先に摩擦伝動限界に達しマクロスリップを生じる。すなわち、摩擦伝動限界点近傍にお
けるプーリ／金属ベルト間の滑りに対しては駆動側あるいは従動側のいずれか一方が支配
的であり、通常は摩擦有効半径が小さい方のプーリが該当する。
【００５２】
　そこで支配的でない方のプーリ／金属ベルト間の滑りを無視し次のように扱うこととす
る。
【００５３】
　１．ドライブプーリ／金属ベルト間の滑りが支配的なとき：
　　　θp.DN＝θb.DN

　２．ドリブンプーリ／金属ベルト間の滑りが支配的なとき：
　　　θp.DR＝θb.DR

　以下では燃費に対する影響が大きいＯＤレシオ（変速比ｉ＜１）の場合に重点を置き、
ドリブンプーリ／金属ベルト間の滑りが支配的である場合を考える。
【００５４】
　このときｘp.DRは既知の入力であり、ｘp.DNの初期値に任意性があることを考慮すると
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うに書ける。
【００５５】
【数７】

【００５６】
　実機の運転を考えるとエンジンの筒内圧変動に起因した回転変動がドライブプーリに入
力される。そこでシステムへの入力が
【００５７】
【数８】

で与えられたとし、式（７）の周期解｛ｘ＜＾＞｝をFourier 級数展開により次のように
表す。
【００５８】
【数９】

【００５９】
　τに関して周期２πの間、式（９）の各係数｛ａ0 ｝，｛ａn ｝，｛ｂn ｝が一定とみ
なせるとすると、｛ｘ＜＾＞｝の周期２πにおける平均値は｛ａ0 ｝／２となる。この平
均値｛ａ0 ｝／２からの変分｛ξ｝を考えると変分方程式は、
【００６０】

【数１０】

｛Ａ（｛ａ0 ｝／２）｝はヤコビ行列であり、
【００６１】

【数１１】

ただし、
【００６２】
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である。
【００６３】
　本実施の形態では式（１０）で表される状態を特に滑り状態と呼ぶことにする。ヤコビ
行列｛Ａ｝は平均値｛ａ0 ｝／２の関数であり滑り状態に依存することから、ヤコビ行列
｛Ａ（｛ａ0 ｝／２）｝が分かれば滑り状態を推定することができる。このようなヤコビ
行列（状態行列）｛Ａ（｛ａ0 ｝／２）｝を特に滑り状態行列と呼ぶことにする。
【００６４】
　ρ，ｖDN，Ωは運転条件を表す既知のパラメータであり、ζDN＜‾＞は式（１２）にお
いて非線形項を内包するので、滑り状態行列｛Ａ（｛ａ0 ｝／２）｝を支配するパラメー
タは（ωDN，ζDN＜‾＞）である。しかしながら、（ωDN，ζDN＜‾＞）は測定すること
ができないため、測定可能なパラメータへの変数変換を考える。すなわち、｛Ａ（ωDN，
ζDN＜‾＞）｝＝｛Ａ（ａ，ｂ）｝が存在し、かつ（ａ，ｂ）が測定可能であれば良い。
【００６５】
　＜滑り状態行列の推定方＞
　ドリブンプーリの回転数が測定可能であることを考慮すれば、未知数はｘb.DN，ωDN，
ζDN＜‾＞の三つであり、式（１０）を解くことによりωDN，ζDN＜‾＞を求めることが
できる。
【００６６】
　式（１０）の周期解｛ξ｝を、
【００６７】

【数１３】

と仮定すると、
【００６８】
【数１４】

であるから式（１０）に代入し、Galerkin法に立脚してこれを解けば次式を得る。
【００６９】
【数１５】

【００７０】
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【００７１】
　ただし、ｍ＝ａp.DN／ａp.DRである。ドライブプーリおよびドリブンプーリの回転数は
測定可能であるから、ドライブプーリ回転数に対するドリブンプーリ回転数の振幅比ｍお
よび位相遅れφp.DNもまた算出可能である。振幅比ｍおよび位相遅れφp.DNを算出する際
に特定の摂動を参照する必要があるが、これにはエンジンの筒内圧変動が利用できる。す
なわち、エンジンの点火周波数をΩとして振幅比ｍおよび位相遅れφp.DNを算出すること
でωDN，ζDN＜‾＞を求めることができ、滑り状態行列を｛Ａ（ｍ，φp.DN）｝で表すこ
とができる。
【００７２】
　＜試験方法＞
　以上、滑り状態行列を｛Ａ｝の支配パラメータ（ωDN，ζDN＜‾＞）を（ｍ，φp.DN）
で置換することで、滑り状態行列｛Ａ（ｍ，φp.DN）｝を推定する手法を説明したが、こ
の手法の確からしさ検証するために実機試験を行い、前記手法から求められたパラメータ
と試験により測定されたパラメータとを比較した。
【００７３】
　図７は試験装置を示すものである。Ａ／Ｃモータで与えられた動力はドライブプーリに
入力され、金属ベルトを介してドリブンプーリに伝達される。ドライブプーリにはエンジ
ンを模擬したトルク外乱を入力した。ダイナモメータは、ドリブンプーリに負荷トルクを
与える。ドライブプーリおよびドリブンプーリのピストン室には油圧が供給され軸方向推
力を発生させる。この油圧とプーリの回転により生じる遠心油圧とを加えてプーリ推力を
算出した。プーリ推力Ｑと式（２）の金属ベルト押し付け荷重Ｎとの間には以下の関係が
ある。
【００７４】
【数１７】

【００７５】
　ここで、ΨはＶ角の１／２であり本実施の形態ではΨ＝１１ｄｅｇのプーリおよび金属
ベルトを使用した。
【００７６】
　＜ωDNの測定＞
　式（１３）でφp.DN＝π／２とするとｍ＞０であるから、
【００７７】
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【数１８】

【００７８】
　通常、金属ベルトの慣性モーメントに比べてプーリの慣性モーメントは十分小さく、１
／ρ2 ＜＜１であることから、
【００７９】
【数１９】

【００８０】
となる。したがって、振周波数Ωを変化させ、位相遅れφp.DN＝π／２となったときの加
振周波数ΩをωDNの測定値とした。加振周波数Ωを変更している間は変速比、負荷トルク
、プーリ推力を一定とした。プーリ推力が異なる４水準の条件にて同様の測定を行った。
試験条件を表３に示す。
【００８１】

【表３】

【００８２】
　＜ζDN＜‾＞の測定＞
　ζDN＜‾＞は無次元量であり直接測定することはできないので、実次元パラメータを測
定することで計算により求める必要がある。ζDNの定義と式（１２）とより、
【００８３】

【数２０】

【００８４】
　式（１８）からζDN＜‾＞を求めるためにはドライブプーリ／金属ベルト間の滑り速度
を測定する必要がある。プーリストロークを測定することにより幾何学的に定まる変速比
を求めた。滑り速度は、ドライブプーリとドリブンプーリとの回転数比で表される見かけ
上の変速比と幾何学変速比との差によって評価することができる。
【００８５】
　＜すべり状態行列の推定＞
　まず、すべり状態行列｛Ａ（ｍ，φp.DN）｝を推定するにあたり本実施の形態の手法の
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有効性を確認した。図８にωDN，ζDN＜‾＞の測定結果とそのときの回転変動を用いて本
手法により推定した推定値とを示す。図８より、測定値と推定値とは良好な一致を示し、
提案手法の有効性が確認できた。
【００８６】
　プーリ推力を低減するに伴い、すなわち摩擦伝動限界に近づくにつれ、ωDNおよびζDN

＜‾＞は共に減少する傾向を示した。ωDNが変化した理由として、ＲDNおよびＩp.DNは一
定であるから圧縮剛性ｋが変化したものと考えられる。プーリ推力を低減することにより
金属リング張力も減少する。ベルト弦部において、金属リング張力は金属エレメント圧縮
力による座屈荷重に対抗するので、金属リング張力の減少はベルト弦部での横変位増加に
つながる。よって、金属リング張力の減少に伴い見かけ上圧縮剛性ｋが減少したことによ
りωDNが減少したものと考えられる。
【００８７】
　ζDN＜‾＞の定義より、
【００８８】

【数２１】

【００８９】
　Ｍp.DNはドリブンプーリのベルト並進方向に対する質量である。摩擦勾配Ｆfric′は摩
擦伝動限界に近づくにつれて減少するので、プーリ推力を低減するに伴いζDN＜‾＞は減
少することになる。圧縮剛性ｋは入力に対して金属ベルトに作用する復元力勾配を意味す
る。式（１９）よりζDN＜‾＞は金属ベルトに作用する復元力勾配に対する摩擦勾配Ｆfr

ic′の大きさに相関する。
【００９０】
　＜滑り状態の安定性＞
　振幅比ｍおよび位相遅れφp.DNを用いて滑り状態行列｛Ａ（ｍ，φp.DN）｝を推定する
ためには、式（１０）の周期解｛ｘ＜＾＞｝が少なくとも実用される摩擦伝動領域におい
て安定である必要がある。振動モード間の相互移動に対する安定性は、特性指数または特
性乗数を求めることにより判別することができる。式（６）の周期解｛ｘ＜＾＞｝に対す
る微小変分ηを考え、変分方程式を次式で与える。
【００９１】

【数２２】

【００９２】
　フローケの定理(Floquet's theorem)より、式（２０）は次の形式の基本解｛φj （τ
）｝を持つ。
【００９３】
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【数２３】

【００９４】
　ここに、μj は特性指数、σj は特性乗数である。特性指数μj と特性乗数σj とは互
いに変換可能であるため、本実施の形態では特性乗数σj を用いて安定性の検討を行った
。
【００９５】
　本実施の形態では、使用頻度の高いＯＤレシオに着目し、ベルト式無段変速機として実
際に使用され得るパラメータ範囲を表４の通り想定した。表４のパラメータ範囲に対して
特性乗数σj を計算した結果を図９に示す。ただし、求めた特性乗数σj の内、｜σj ｜
が最大となる値のみを示してある。
【００９６】
【表４】

【００９７】
　図９よりζDN＜‾＞≧０において、全ての特性乗数σj に対して｜σj ｜＜１であるか
ら周期解｛ｘ＜＾＞｝は漸近安定である。ζDN＜‾＞＜０となるのは式（１９）より摩擦
力勾配Ｆfric′が負となる場合であり、この場合の解は大域的にも局所的にも不安定とな
ることは自明である。物理的にはζDN＜‾＞＜０の場合はプーリ中に巻き付いた全ての金
属エレメントが一様に滑りを生じている状態（マクロスリップ）に対応する。
【００９８】
　したがって、少なくとも実用条件においてはマクロスリップを生じない限り（ｍ，φp.

DN）が分かれば一意に滑り状態行列｛Ａ｝を推定することができる。マクロスリップを生
じた場合においてはこの限りではないが、マクロスリップ発生時にはｍ→０となるので少
なくともマクロスリップの発生を判別することは可能である。マクロスリップは避けるべ
き状態であるからマクロスリップ発生時の滑り状態を知ることは重要ではなく、マクロス
リップ発生が判別できれば実用上は十分である。
【００９９】
　また図９よりζDN＜‾＞＝０．３近傍において｜σj ｜が極小となっており、この点に
おいて滑り状態に変化のあることが示唆される。
【０１００】
　ζDN＜‾＞→０としたときのσj の軌跡を図１０に示す。図１０よりζDN＜‾＞が約０
．３より小さい領域では全てのσj が実軸上を移動することが分かる。これは周期解｛ｘ
＜＾＞｝に対して解軌道のずれが生じた場合に変分ηが摂動を生じないことを意味してお
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り、周期解｛ｘ＜＾＞｝への収束性が鈍化したものと捉えることができる。摩擦伝動限界
とは金属ベルトに作用する復元力の変化に対して摩擦力の応答が追い付かなくなった状態
と考えることができるので、この滑り状態を摩擦伝動限界と定義する。このとき滑り状態
行列｛Ａ｝の固有値（特性根）は全て実根となる。
【０１０１】
　＜摩擦伝動限界の予測＞
　以上の結果より、滑り状態が摩擦伝動限界内にあるための条件は、滑り状態行列｛Ａ｝
が少なくとも１つの虚根を持つことである。式（１０）の線形近似を考えると、滑り状態
行列｛Ａ｝が虚根を持つための条件は、
【０１０２】
【数２４】

【０１０３】
　式（２０）より臨界値ζc ＜‾＞はｖDNとρとの関数であり、速度比のみに依存する。
よって、滑り状態行列｛Ａ｝を求めずともζDN＜‾＞を指標として摩擦伝動限界に対する
現在の滑り状態の接近具合を表すことができる。そこで、ζc ＜‾＞／ζDN＜‾＞をトラ
クション比(traction ratio)と定義する
　図１１にトラクション比と滑り速度の関係を、図１２にトラクション比と動力伝達効率
の関係を示す。図１１よりトラクション比ζc ＜‾＞／ζDN＜‾＞が１となるときにプー
リ／金属ベルト間の滑り速度が急峻に増加していることが確認できた。また図１２よりト
ラクション比ζc ＜‾＞／ζDN＜‾＞が１となるときに動力伝達効率が概ね最大となって
いることが確認できた。
【０１０４】
　したがって、滑り状態行列｛Ａ｝の固有値に着目した摩擦動力限界の定義は妥当であり
、ドライブプーリおよびドリブンプーリの回転変動からトラクション比を算出することに
より摩擦動力限界を予測できることが確認できた。
【０１０５】
　以上のように、ドライブプーリの回転変動が金属ベルトを介してドリブンプーリへと伝
達される際には、摩擦力が飽和状態に近づくにつれ、ドリブンプーリへ伝達される回転変
動は減衰する。本実施の形態では、ドライブプーリおよびドリブンプーリを弾性体を介し
て接続された１次元振動系とみなし、前記回転変動の変化である振幅比ｍおよび位相遅れ
φp.DNに着目して金属ベルトの滑り状態を滑り状態行列｛Ａ｝として指標化した。滑り状
態行列｛Ａ｝の特性として、次のような結果を得ることができる。
１．滑り状態行列｛Ａ｝の全ての固有値が実根となったとき、プーリ／金属ベルト間の滑
り速度は急峻に増加する。
２．滑り状態行列｛Ａ｝の固有値の内、１つでも絶対値が１以上の根が存在すれば、滑り
状態はマクロスリップ状態にあり動力伝達は不能で系は発散する。
【０１０６】
　また、上記１．となる境界の滑り状態を摩擦伝動限界と定義すれば、現在の滑り状態を
振幅比ｍと位相遅れφp.DNとから求まるトラクション比により表現できる。トラクション
比を用いることにより、摩擦伝動限界に対する現在の滑り状態の余裕度を判別でき、摩擦
伝動限界を予測できる。
【０１０７】
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　そしてプーリ／金属ベルト間の滑り状態がマクロスリップ状態にならないようにプーリ
推力を制御することで、プーリ推力を最小限に抑えて動力伝達効率を高めながら金属ベル
トの滑りを未然に防止することができるだけでなく、万一滑り状態がマクロスリップ状態
になった場合にはプーリ推力を即座に増加させることで、ベルト式無段変速機の損傷を防
止することができる。
【０１０８】
　動力伝達効率を高めるべくプーリ／金属ベルト間の滑り状態を摩擦駆動限界に近づける
には、滑り状態行列｛Ａ｝の固有値の虚数部が０に漸近するように、つまり滑り状態行列
｛Ａ｝の固有値が実根となるようにプーリ推力を制御すれば良い。
【０１０９】
　また滑り状態行列｛Ａ｝の固有値の配置を指標化したトラクション比が１になると金属
ベルトの滑り状態が摩擦駆動限界にあり、トラクション比が１に対して十分に大きくなる
と金属ベルトの滑り状態がマクロスリップになることから、このトラクション比が所定の
目標トラクション比に一致するようにプーリ推力を制御することで、プーリ推力の的確な
制御が可能になる。
【０１１０】
　トラクション比は摩擦伝動限界を基準とした外乱に対する滑り難さを表すので、プーリ
および金属ベルトの接触面の摩耗や作動油の劣化といった径年変化により摩擦係数が変化
した場合であっても、トラクション比が一定になるように制御することで外乱に対する安
定性を自動的に確保することができ、プーリ推力を最小に抑えながら外乱によって金属ベ
ルトが滑るのを未然に防止することができる。このとき、予め目標トラクション比を１よ
りも小さい値に設定しておくことで、予期せぬ外乱によって金属ベルトが滑る事態を一層
確実に防止することができる。
【０１１１】
　尚、上記外乱の例としては、プーリ推力を発生させる油圧の脈動、雪路や凍結路から脱
出する際に駆動輪のグリップが急激に回復したために駆動輪側から逆伝達されるトルク、
凹凸のある路面を走行する際に駆動輪に衝撃が加わったために駆動輪側から逆伝達される
トルク、エンジンの失火により入力軸に伝達されるトルク等がある。
【０１１２】
　また滑り状態行列｛Ａ｝およびトラクション比ζc ＜‾＞／ζDN＜‾＞に含まれる未知
数は、入力軸および出力軸の回転変動の振幅比ｍおよび位相遅れφp.DNと、ドリブンプー
リのベルトピッチ半径ＲDNとであるが、前述したように振幅比ｍおよび位相遅れφp.DNは
入力軸回転数および出力軸回転数から算出可能であり、またドリブンプーリのベルトピッ
チ半径ＲDNは変速比ｉにより決まり、変速比ｉは入力軸回転数および出力軸回転数から算
出可能であるため、特別のセンサを必要とせずに入力軸回転数センサおよび出力軸回転数
センサの出力から滑り状態行列｛Ａ｝およびトラクション比ζc ＜‾＞／ζDN＜‾＞を算
出することができる。
【０１１３】
　ところで、ベルト式無段変速機の金属ベルトは２本の金属リングに多数の金属エレメン
トを支持したもので、金属リングは薄い無端帯状のリング単体を複数枚積層して構成され
る。ベルト式無段変速機の運転中に金属リングの複数枚のリング単体のうちの１枚が破断
すると、残りのリング単体が次々に破断して動力伝達に支障を来す可能性があるため、リ
ング単体の破断を早期に検出することが必要になる。
【０１１４】
　本実施の形態では、金属リングの複数枚のリング単体のうちの１枚が破断すると、その
分だけ金属リング全体の剛性が低下することに着目し、電子制御ユニットＵがリング単体
の破断を検出して金属ベルトを保護するようになっている。以下に、その手法を説明する
。
【０１１５】
　式（１３）と、式（６）におけるωDNの定義とから、
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【０１１６】
【数２５】

が得られる。式（２３）を金属ベルトの圧縮剛性ｋについて解くと、
【０１１７】
【数２６】

が得られる。金属ベルトの圧縮剛性ｋは、振幅比ｍ、位相遅れφp.DNおよびドリブンプー
リのベルトピッチ半径ＲDNを未知数として含むが、上述したように、それらの未知数は入
力軸回転数および出力軸回転数から算出可能であるため、特別なセンサは不要である。
【０１１８】
　従って、式（２４）で与えられる金属ベルトの圧縮剛性ｋと、予め学習しておいた正常
な（破断していない）金属ベルトの圧縮剛性の学習値とを比較し、学習値－圧縮剛性＞閾
値が成立したときに、金属リングを構成する何れかのリング単体が破断したことを早期に
且つ確実に判定することができる。
【０１１９】
　本実施の形態では、金属ベルトの圧縮剛性ｋが金属エレメント間押し力Ｅ１と金属リン
グ張力Ｔ１とに依存することから、金属エレメント間押し力Ｅ１を金属リング張力Ｔ１で
正規化した値Ｅ１／Ｔ１を用いてリング単体の破断を判定することで、ベルト式無段変速
機の運転状態が種々に変化しても破断の判定を容易かつ確実に行えるようにしている。
【０１２０】
　図１３は金属ベルトの弦部の等価変位に対するＥ１／Ｔ１の関係を示すマップである。
弧状の実線はプーリ推力およびプーリ回転数を異ならせた種々の運転状態から得られた実
測値であり、弧状の実線を近似した直線状の破線が、金属ベルトの弦部の等価変位に対す
るＥ１／Ｔ１の関係を示す学習値として予め記憶される。そして式（２４）で与えられる
金属ベルトの圧縮剛性ｋを換算したＥ１／Ｔ１をマップから検索した学習値と比較するこ
とで、金属リングのリング単体の破断を判定することができる。
【０１２１】
　このようにして金属リングのリング単体の破断が判定されると、電子制御ユニットＵは
エンジンのスロットル開度を制限したり、車速を制限したり、プーリ推力を制限したりし
て金属リングの負荷を低く抑え、更に警告ランプを点灯して運転者に警報を発することで
、金属リングの破断の拡大を阻止しながら修理工場までの退避走行を可能にすることがで
きる。
【０１２２】
　以上、本発明の実施の形態を説明したが、本発明はその要旨を逸脱することなく種々の
設計変更を行うことが可能である。
【０１２３】
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　例えば、実施の形態では金属ベルト１５を有するベルト式無段変速機ＴＭについて説明
したが、本発明の無段変速機はチェーンベルト式無段変速機やトロイダル無段変速機であ
っても良い。トロイダル無段変速機の場合、入力軸に設けられた入力ディスクが本発明の
入力軸要素に対応し、出力軸に設けられた出力ディスクが本発明の出力軸要素に対応し、
入力ディスクおよび出力ディスク間に挟持されて駆動力を伝達するパワーローラが本発明
の動力伝達要素に対応し、入力ディスクおよび出力ディスク間にパワーローラを挟持する
圧力が本発明の挟圧に対応する。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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